














































5つのケース・スタディの成果（Aoki 2010; 青木 2010, 2009a, 2009b, 2009c,
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the Policy Processes at the Tokyo Metropolitan Government, Nagano, and Iwate
Prefectures,”submitted to UNITAR-Yale 2nd Conference on Environmental Governance 
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本研究の遂行にあたっては，以下の研究助成による支援を得た。
・（財）地球環境財団　第12回地球環境財団研究奨励金
研究課題：「分権化時代の環境保全政策と民主的合意形成に関する実証研究－エコロジカル
な地域社会の創造に向けて－」
・平成16年度　ニッセイ財団環境問題研究助成（共同研究者として参画）
研究課題：「地方自治体における分権型エネルギー・ガバナンスに関する実証研究－『環境・
エネルギー政策』を通じた自律型地域社会の可能性について－」
研究代表者：鵜野公郎（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授（当時））
・（財）地球環境財団　第16回地球環境財団研究奨励金
研究課題：「地方自治体におけるサステイナブル・エネルギー・コミュニティ形成に関する
基礎調査研究」
・平成21年度環境省地球環境研究総合推進費（研究協力者として参画）
研究課題：サブテーマ2「日本の都市における低炭素社会構築及び地球環境問題への取り組
み促進施策に関する研究」（H-096）
研究代表者（サブテーマ2）：田中充（法政大学）
・日本学術振興会　科学研究費補助金　平成21年度基盤研究（C）
研究課題：「地方自治体の地球温暖化政策を通じた分権型エネルギー・ガバナンスの可能性
と限界」
提出年月日：2010年９月７日
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